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１．はじめに 

 我が国においては、高度経済成長期以降の高速道路等の整備に伴いモータリゼーショ

ンが進展するとともに、近年、大型商業施設や公共施設の郊外立地が進んだ結果、駅周

辺など都市中心部の商店街が衰退傾向を示すようになっていた。これに対応するため、

1998 年に成立した「まちづくり３法1」により、中心市街地活性化法による中心市街地2へ

の各種支援を行うこと、大店立地法による大型店周辺地域の生活環境への配慮を求めるこ

と、都市計画法による大型店の立地可能地域の決定を行うことが定められ、総合的なまち

づくり政策が展開されることとなった。 

しかしながら、このような取組によっても中心市街地の衰退に歯止めを掛けることはで

きなかったことから3、2006 年にコンパクトシティの考え方4に基づいて「中心市街地活性

化法」及び「都市計画法」が各々改正され5、既に３年が経過した。そこで、本稿では、

中心市街地活性化法の概要、同法に基づく中心市街地活性化基本計画（以下「基本計画」

という。）の認定・実施状況を概観した上で、中心市街地活性化の諸課題について述べる。 

 

２．中心市街地活性化法の概要 

中心市街地活性化法は、2006年の改正により、中心市街地の活性化に関する基本理念及

び責務規定の創設、内閣における中心市街地活性化本部の創設、市町村が作成した基本計

                                                                                                                                          
1 まちづくり３法とは、「中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する

法律」（平成 10 年法律第 92 号、2006 年に「中心市街地の活性化に関する法律（以下「中心市街地活性化

法」という。）」へ題名改正）、「大規模小売店舗立地法（以下「大店立地法」という。）」（平成 10 年法律第

91 号）及び「改正都市計画法」（昭和 43 年法律第 100 号）を指す。 
2 中心市街地とは、「都市の中心の市街地であって、①当該市街地に、相当数の小売商業者が集積し、及び

都市機能が相当程度集積しており、その存在している市町村の中心としての役割を果たしている市街地で

あること、②当該市街地の土地利用及び商業活動の状況等からみて、機能的な都市活動の確保又は経済活力の

維持に支障を生じ、又は生ずるおそれがあると認められる市街地であること、③当該市街地における都市機能

の増進及び経済活力の向上を総合的かつ一体的に推進することが、当該市街地の存在する市町村及びその周辺

の地域の発展にとって有効かつ適切であると認められること、の要件に該当するもの」である。（中心市街地

活性化法第２条） 
3 その原因として、「中心市街地活性化法」に基づく基本計画の事後評価が不十分であったこと、ＴＭＯ（旧中

心市街地活性化法の下で商業を振興するため、市町村の認定を受けて作られた民間のまちづくり組織）の役割

が商業活性化に偏っていたこと等が指摘された。（『中心市街地の活性化に関する行政評価・監視結果に基づく

勧告（2004.9）』（総務省）、『2003年度決算検査報告（2004.11）』（会計検査院）） 
4 住宅、商店街、病院、学校等様々な施設を都市の中心部に集中させることで、中心市街地の活性化を図ろう

とする考え方である。 
5「改正都市計画法」は2007年に施行された。  
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画の内閣総理大臣による認定制度の創設、多様な民間主体が参画する中心市街地活性化協

議会6の創設、認定された基本計画に基づく事業に対する支援措置の拡充などを行うことと

した（図表１）。 

 

図表１ 中心市街地活性化法の概要図 

【目 的】 少子高齢化、消費生活等の状況変化に対応して、中心市街地における都市機能の増進及び経済
活力の向上を総合的かつ一体的に推進。

【基本理念】 地方公共団体、地域住民及び関連事業者が相互に密接な連携を図りつつ主体的に取り組むことの
重要性にかんがみ、その取組に対して国が集中的かつ効果的に支援を行う。

基 本 方 針
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（出所）内閣府中心市街地活性化担当室資料 

 

認定制度では、市町村が中心市街地の活性化を図るための基本的な方針（以下「基本方

針」という。）に即して中心市街地の活性化に関する施策を総合的かつ一体的に推進するた

めの基本計画を作成し、中心市街地活性化協議会等の意見を聴いて内閣総理大臣に認定の

申請を行う。内閣総理大臣は、当該基本計画が基本方針に適合するものであること等の基

準に適合すると認めるときに、その認定をすることとし、国は、認定を受けた基本計画に

基づく取組に対し、「選択と集中」の観点から集中的かつ重点的に支援を行うものである。 

主な支援策としては、商業の活性化のための「戦略的中心市街地商業等活性化支援事業
7」（経済産業省）、市街地の整備改善のための「まちづくり交付金8」（国土交通省）等があ

                                                                                                                                          
6 中心市街地活性化協議会は、商業者、地権者、地域住民、行政等多様な主体により組織され、まちづくりに

ついて多様な構成員が議論を行い、意見調整を図ることによって、市町村が策定する基本計画を始めとする中

心市街地の活性化に向けた取組の実効性を確保するなど、中心市街地の活性化を推進する上での中心的な役割

を担っている。 
7 認定基本計画に基づき、「都市機能の市街地集約」と「中心市街地のにぎわい回復」の双方を一体的に取り組

む中心市街地であって、商店街・商業者、民間事業者等が地権者などの幅広い関係者の参画を得て実施する取

組を重点的に支援するものである。中心市街地の活性化に資する商業基盤施設及び商業等の活性化に資する施

設整備事業（ハード事業）並びに活性化事業（ソフト事業）を対象として補助金が交付される。 
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り、2009年度予算における関係省庁の基本計画認定に係る支援措置額は664億円となって

いる。 

また、2006年には中心市街地活性化法と併せて都市計画法が改正され、延べ床面積１万

㎡を超える大規模集客施設が出店することができる用途地域を商業地域、近隣商業地域、

準工業地域の３地域に限定することとした。 

 

３．中心市街地活性化基本計画の認定状況 

 中心市街地活性化法に基づく基本計画の認定状況について見てみると、2007 年２月

に富山市及び青森市の基本計画が第１号認定を受けて以来、90市町 92計画9に及んでい

る10（2010 年１月末時点、図表２）。年度別の基本計画数では、初年度である 2006 年度

に２件、2007 年度に 30 件、2008 年度に 45 件、2009 年度（2010 年１月末まで）に 15

件となっている。 

 また、基本計画数を地域別に見ると、九州が 17 件で全体の約２割と最も多く、次い

で、関東甲信越、東海、近畿が各 13 件、東北が 12 件、北海道、北陸が各７件、中国が

６件、四国が４件となっている。 

 基本計画を策定した市町村は、人口約２万人の砂川市（北海道）から約 220 万人の名

古屋市まで幅広い。市町村の団体規模別では、政令指定都市11が７市、中核市12が 25 市、

特例市13が 10 市で、これら大規模な都市が全体の 47％を占めている。その一方で、中

都市14が 20 市、小都市15が 27 市、町村が１町（熊本県植木町）となっている。 

 旧中心市街地活性化法（以下「旧法」という。）に基づく基本計画が 1998 年から 2006

年までの８年間で 690 件作成されており、改正中心市街地活性化法に基づく基本計画の

認定を受けている市町村のほとんどは、旧法に基づいて基本計画を策定していた16。 

旧法に比べて改正法に基づく基本計画数が少ないことから、基本計画の認定申請のハー

ドルが高くなったとの指摘も聞かれる。特に、町村が作成した計画認定は１件にとどまっ

ていることから、小規模な市町村にとっては基本計画の作成に困難を伴うと見られる。 

 

                                                                                                                                          
8 市町村が作成する総合的なまちづくり計画（都市再生整備計画）に基づき実施される事業等の費用に充当す

るために交付する交付金である。 
9 北九州市は小倉地区と黒崎地区で、静岡市は静岡地区と清水地区で各々基本計画が認定されている。 
10 「2008年度経済産業省年次報告書」（2009.３）の中では、「2009年 10月までの３年間で100の基本計画の認

定」が目標として掲げられている。また、現在141の地域で基本計画作成の前提となる中心市街地活性化協議

会が設立されている。 
11 地方自治法第252条の 19第１項の指定を受けた人口50万以上の都市をいう（2009年４月時点で全国に18

市ある）。  
12 地方自治法第252条の 22第１項の指定を受けた都市をいう（2009年４月時点で全国に41市ある）。人口30

万以上の都市について、当該都市からの申出に基づき政令で指定される。  
13 地方自治法第252条の 26の３第１項の指定を受けた都市をいう（2009年４月時点で全国に41市ある）。人

口20万以上の都市について、当該都市からの申出に基づき政令で指定される。  
14 政令指定都市、中核市及び特例市以外の市のうち、人口10万以上の市をいう。  
15 人口 10万未満の市をいう。  
16 旧法に基づく基本計画を作成していなかった市町村は、奈良市、大野市、西条市、守山市、田辺市、小

城市の６市である。  
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図表２ 中心市街地活性化基本計画認定一覧（都道府県別） 

 
（出所）内閣府中心市街地活性化担当室資料より作成 

 

４．中心市街地活性化基本計画の実施状況 

旧法に基づく中心市街地活性化に関する施策については、2004 年９月に総務省が発表

2007年 2008年 2009年
2月8日 5月28日 8月27日 11月30日 12月25日 3月12日 7月9日 11月11日 3月27日 6月30日 12月7日

北海道
帯広市、
砂川市

滝川市 小樽市 岩見沢市､
富良野市

稚内市
7

青森県
青森市 三沢市 弘前市、

八戸市
4

岩手県 久慈市 盛岡市 遠野市 3
宮城県 0
秋田県 秋田市 1
山形県 鶴岡市 山形市 酒田市 3
福島県 白河市 1
茨城県 石岡市 1
栃木県 大田原市 1
群馬県 高崎市 1
埼玉県 川越市 1
千葉県 千葉市 柏市 2
東京都 0

神奈川県 0

新潟県
新潟市 長岡市、

上越市（高
田地区）

3

長野県 長野市 飯田市 塩尻市 3
山梨県 甲府市 1

静岡県

浜松市 藤枝市 静岡市（静
岡地区）、
静岡市（清
水地区）、
掛川市

沼津市

6

愛知県 豊田市 名古屋市 豊橋市 3
岐阜県 岐阜市 中津川市 大垣市 3
三重県 伊賀市 1
富山県 富山市 高岡市 2
石川県 金沢市 1

福井県
福井市、
越前市

大野市 敦賀市
4

滋賀県 大津市 守山市 長浜市 3
京都府 0
大阪府 高槻市 1

兵庫県

宝塚市 神戸市(新
長田地区)､
尼崎市､
伊丹市

丹波市 姫路市

6

奈良県 奈良市 1
和歌山県 和歌山市 田辺市 2
鳥取県 鳥取市 米子市 2
島根県 松江市 1
岡山県 0
広島県 府中市 1
山口県 山口市 下関市 2
徳島県 0
香川県 高松市 1
愛媛県 西条市 松山市 2
高知県 四万十市 1

福岡県

久留米市 北九州市
(小倉地区)､
北九州市
(黒崎地区)

直方市

4

佐賀県 小城市 1
長崎県 諫早市 大村市 2

熊本県
熊本市、
八代市

山鹿市 植木町
4

大分県
豊後高田
市

大分市、
別府市

3

宮崎県 宮崎市 日向市 2
鹿児島県 鹿児島市 1
沖縄県 0

計 2 11 5 5 1 8 22 13 10 6 9 92

認定日
基本計
画数
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した「中心市街地の活性化に関する行政評価・監視結果に基づく勧告17」の中で、「中心

市街地の活性化が図られていると認められる市町は少なく、基本計画の目標の達成状況を

把握しているものは 18市町（13.0％）と少ない。」といった問題点が指摘されていた。 

 このように国による基本計画の的確な評価が行われているとは認められない状況で

あったことを踏まえ、改正中心市街地活性化法においては、内閣総理大臣が基本計画の

認定を受けた市町村から認定計画の実施状況について報告を求めることができる旨の

規定が新たに盛り込まれた（中心市街地活性化法第 12 条）。 

 このため、基本計画の認定を受けた市町村は、基本計画に掲げる取組の進ちょく状況

や目標の達成状況等のフォローアップを定期的に実施し、国にその内容を報告すること

になっている18。改正中心市街地活性化法施行後初めてのフォローアップ報告（2008 年

度）は 2009 年３月に公表され、30 市（計画数は 31）が報告を行った19。各基本計画に

掲げる目標の実施状況は、図表３のとおりとなっている。 

各市町村の基本計画においては、市街地の整備改善、都市福利施設の整備、まちなか

居住の推進、商業の活性化に関連して、居住人口、歩行者通行量、事業所数、従業者数、

年間小売販売額、空き店舗数等についての絶対値、変化率等の定量的な指標に基づく数

値目標を設定しなければならず20、各市町村は２～５件の目標を設定している（どのよ

うな指標を用いるかは各市町村の判断による）。 

2008 年度フォローアップ報告を見ると、31 基本計画ごとに２～５件設定されている

目標指標数全体 105 のうち３/４に当たる 79 の指標の進ちょく状況・目標達成の見通し

が示されている21。基本計画の計画期間はおおむね５年間であり、認定されてから余り

日数が経過していないことから、基本計画に係る事業等の取組が未実施又は実施中とし

ているものが多い。 

 各市町村のフォローアップ報告を取りまとめた内閣府によると、市町村による目標の

指標に係る評価・見通しについて、 取組の進ちょく状況がおおむね予定どおりで、目

標の達成が可能と見込んでいるもの、取組の進ちょく状況が予定どおりではないものが

一部あるものの、引き続き最大限の努力を行うことにより、目標の達成が可能であると

見込んでいるものが多く、フォローアップ対象の 79 の目標に係る指標中、取組が既に

開始されている 53 の指標のうち約８割が、取組の進ちょく状況がおおむね予定どおり

で、目標の達成が可能と見込んでいるとしている。 

 

 

 

                                                                                                                                          
17 1998年度～2003年度末までに全国で593市町村が基本計画を作成したが、2001年度末までに基本計画を作成し

た市町村の中から138市町を抽出し、基本計画の作成状況、事業の実施状況等を調査したものである。  
18 基本方針（2006年９月８日閣議決定）  
19 2008年度報告では、2008 年７月までに基本計画が認定された 53 市のうち約６割に当たる 30 市がフォロ

ーアップ報告を行っている。フォローアップの実施時期は、各市町村の判断による。  
20 前掲基本方針  
21 残り 26指標については、2009年度以降にフォローアップ予定としている。  
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均
乗

車
人

数
10

,0
16

人
(H

17
)

－
13

,0
00

人
（H

2
3）

平
成

21
年

度
中

心
商

業
地

区
の

歩
行

者
通

行
量

（日
曜

日
）

24
,9

32
人

(H
18

)
25

,3
28

人
（
H

20
）

32
,0

00
人

（H
2
3）

②
中

心
市

街
地

の
居

住
人

口
24

,0
99

人
(H

18
)

23
,8

09
人

（
H

20
）

26
,5

00
人

（H
2
3）

②
青

森
県

青
森

市
歩

行
者

通
行

量
59

,0
90

人
(H

17
)

53
,8

90
人

(H
20

)
76

,0
00

人
（H

2
3）

②
年

間
観

光
施

設
入

込
客

数
69

6
,3

12
人

(H
1
7)

70
0,

08
7人

(H
19

)
1,

30
5,

00
0人

（
H

23
）

⑤
夜

間
人

口
3,

34
6人

(H
1
7)

3,
6
19

人
(H

20
)

3,
86

8人
（H

2
3）

⑤
空

き
地

・空
き

店
舗

率
1
0.

7%
(H

1
7)

14
.1

%(
H

20
)

8.
8%

（
H

23
）

②
小

売
業

年
間

商
品

販
売

額
68

,5
53

百
万

円
(H

17
)

6
4,

65
8
百

万
円

(H
19

)
6
8,

55
3
百

万
円

（H
23

）
②

20
07

年
5
月

28
日

岩
手

県
久

慈
市

年
間

商
品

販
売

額
4,

46
0百

万
円

（
H

16
）

－
4
,8

00
百

万
円

（H
23

）
平

成
21

年
度

歩
行

者
・自

転
車

通
行

量
3,

87
1
人

（H
18

）
3,

98
0人

（
H

20
）

5,
05

0人
（H

2
3）

②
中

心
市

街
地

定
住

人
口

（社
会

増
減

数
）

▲
35

人
（H

17
）

▲
45

人
（
H

19
）

＋
10

人
（H

2
3）

⑤
石

川
県

金
沢

市
中

心
市

街
地

の
人

口
の

年
間

社
会

動
態

▲
32

5人
（H

18
）

▲
50

人
(H

19
)

プ
ラ

ス
に

(H
23

)
②

主
要

商
業

地
の

休
日

の
歩

行
者

・自
転

車
通

行
量

73
,2

92
人

(H
17

)
59

,9
99

人
(H

19
)

80
,0

00
人

(H
2
3)

③
Ｊ
Ｒ

金
沢

駅
の

年
間

定
期

外
乗

車
人

員
36

8
万

人
(H

17
)

38
4万

人
(H

19
)

40
0万

人
(H

2
3)

②
金

沢
ふ

ら
っ

と
バ

ス
の

乗
車

人
員

70
8
,4

78
人

(H
1
7)

65
6,

24
5人

(H
19

)
75

0,
00

0
人

(H
23

)
③

山
口

県
山

口
市

商
店

街
通

行
量

（休
日

）
54

,2
5
2人

（H
18

）
58

,5
07

人
（
H

20
）

56
,0

00
人

(H
2
3)

②
小

売
業

年
間

商
品

販
売

額
10

,7
31

百
万

円
（
H

15
）

－
1
1,

00
0
百

万
円

（H
23

）
平

成
22

年
度

居
住

人
口

3,
96

8
人

（H
18

）
4,

1
76

人
(H

20
)

4
,2

00
人

(H
23

)
②

香
川

県
高

松
市

空
き

店
舗

率
18

.1
%（

H
18

）
1
9.

7%
（
H

20
）

14
.2

%
(H

2
3)

②
年

間
商

品
販

売
額

1
,0

50
億

円
（H

1
8）

1,
03

4億
円

（H
19

）
1,

10
0億

円
(H

23
)

②
歩

行
者

通
行

量
（自

転
車

を
含

む
）（

休
日

）
1
19

,8
4
4人

（H
1
8）

11
4
,8

50
人

（H
20

）
15

0,
00

0
人

(H
23

)
②

定
住

人
口

20
,3

8
5人

（H
18

）
20

,5
44

人
（
H

20
）

21
,7

00
人

(H
2
3)

②
熊

本
県

八
代

市
歩

行
者

・自
転

車
通

行
量

の
増

加
15

,0
5
3人

（H
18

）
14

,1
55

人
（
H

19
）

16
,6

00
人

(H
2
3)

②
中

心
市

街
地

内
の

居
住

人
口

の
増

加
7,

68
7
人

（H
18

）
7,

53
4人

（
H

19
）

8
,0

00
人

(H
23

)
②

中
心

商
店

街
の

売
上

額
の

増
加

62
3,

39
0
万

円
（
H

17
）

57
4,

30
0万

円
（H

1
9）

68
0
,0

00
万

円
(H

23
)

②
大

分
県

豊
後

高
田

市
豊

後
高

田
昭

和
の

町
の

年
間

観
光

入
り

込
み

客
数

2
59

,6
4
7人

（H
1
7）

36
1
,3

20
人

（H
19

）
40

0,
00

0
人

(H
23

)
②

豊
後

高
田

昭
和

の
町

の
観

光
客

滞
在

時
間

（
２

時
間

を
超

え
る

個
人

の
割

合
）

26
%（

H
18

）
22

%（
H

19
）

36
%(

H
23

)
②

玉
津

地
区

“
豊

後
高

田
昭

和
の

町
”
高

齢
者

交
流

施
設

の
入

り
込

み
客

数
-

－
3
,6

00
人

(H
23

)
平

成
22

年
度

長
野

県
長

野
市

善
光

寺
仁

王
門

前
の

歩
行

者
・自

転
車

通
行

量
8,

55
2
人

（H
18

）
8,

32
0人

（
H

19
）

10
,0

00
人

（H
2
3）

②
中

心
市

街
地

（3
6町

丁
字

）の
居

住
人

口
9,

66
0
人

（H
18

）
9,

80
9人

（
H

19
）

10
,9

00
人

（H
2
3）

②
中

心
市

街
地

（1
5地

点
）の

歩
行

者
・自

転
車

通
行

量
2
63

,9
0
3人

（H
1
8）

21
0
,4

49
人

（H
19

）
32

0,
0
00

人
（H

23
）

③
も

ん
ぜ

ん
ぷ

ら
座

と
生

涯
学

習
セ

ン
タ

ー
の

年
間

利
用

者
数

3
00

,7
2
6人

（H
1
8）

34
7
,9

66
人

（H
19

）
36

8,
0
00

人
（H

23
）

②
宮

崎
県

宮
崎

市
歩

行
者

通
行

量
59

,2
1
9人

（H
18

）
65

,9
03

人
（
H

20
）

84
,6

00
人

（H
2
3）

②
夜

間
人

口
7,

57
5
人

（H
17

）
8,

11
0人

（
H

20
）

8,
02

5人
（H

2
3）

③
昼

間
人

口
38

,7
0
0人

（H
18

）
－

90
0人

増
(H

2
3)

平
成

23
年

度
20

07
年

8
月

27
日

北
海

道
帯

広
市

街
な

か
居

住
者

数
2,

89
2
人

（H
18

）
2,

86
7人

（
H

20
）

3
,6

50
人

(H
23

)
⑤

歩
行

者
通

行
量

14
,3

6
7人

（H
18

）
14

,2
61

人
（
H

20
）

19
,0

00
人

(H
2
3)

⑤
芸

術
・文

化
活

動
の

活
動

拠
点

施
設

の
利

用
率

72
.0

%（
H

18
）

7
2.

7%
（
H

19
）

76
.4

%
(H

2
3)

⑤
北

海
道

砂
川

市
ま

ち
な

か
平

日
通

行
量

3,
63

3
人

（H
18

）
3,

68
4人

（
H

19
）

4
,4

00
人

(H
23

)
③

ま
ち

な
か

居
住

人
口

6,
05

2
人

（H
18

）
6,

04
3人

（
H

19
）

6
,2

00
人

(H
23

)
②

小
売

業
年

間
商

品
販

売
額

15
,7

38
百

万
円

（
H

18
）

1
5,

39
2
百

万
円

(H
19

)
1
6,

20
0
百

万
円

（H
23

）
③

図
表

３
　

中
心

市
街

地
活

性
化

基
本

計
画

の
実

施
状

況
一

覧
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認
定

年
月

日
都

道
府

県
名

市
町

村
名

目
標

指
標

基
準

値
（年

）
最

新
値

（年
）

目
標

値
（年

）
見

通
し

20
07

年
8月

27
日

静
岡

県
浜

松
市

小
売

販
売

額
1,

39
2億

円
(H

16
)

1,
31

7億
円

(H
19

)
1,

70
0億

円
（H

23
）

⑤
歩

行
者

通
行

量
10

2,
48

9人
(H

18
)

92
,1

05
人

(H
20

)
14

2,
50

0人
（H

23
）

⑤
居

住
人

口
5,

89
1人

(H
18

)
6,

51
2人

(H
19

)
7,

80
0人

（H
23

）
②

就
業

人
口

38
,9

18
人

(H
16

)
42

,9
92

人
(H

18
)

2,
40

0人
増

（H
23

）
②

和
歌

山
県

和
歌

山
市

中
心

商
業

地
(ぶ

ら
く
り

丁
周

辺
地

域
)7

地
点

の
歩

行
者

・自
転

車
通

行
量

(平
日

・休
日

平
均

)
22

,0
75

人
（H

18
）

19
,0

45
人

(H
20

)
26

,5
00

人
（H

23
）

②
中

心
市

街
地

の
居

住
人

口
11

,2
68

人
（H

18
）

11
,1

49
人

（H
19

）
11

,6
80

人
（H

23
）

②
城

ま
ち

ハ
ッ

ピ
ー

ロ
ー

ド
の

歩
行

者
・自

転
車

通
行

量
(休

日
) 

9,
76

2人
（H

19
）

9,
99

3人
(H

20
)

22
,5

00
人

（H
23

）
②

20
07

年
11

月
30

日
青

森
県

三
沢

市
休

日
歩

行
者

通
行

量
4,

23
4人

（H
17

）
4,

06
8人

(H
20

)
7,

01
6人

（H
24

）
③

小
売

業
年

間
商

品
販

売
額

14
,6

23
百

万
円

（H
16

）
－

15
,1

61
百

万
円

(H
24

)
平

成
21

年
度

居
住

人
口

7,
53

8人
（H

18
）

7,
30

4人
(H

20
)

7,
73

2人
（H

24
）

⑤
福

井
県

越
前

市
居

住
人

口
6,

32
0人

（H
19

）
6,

21
5人

(H
20

)
6,

45
0人

（H
24

）
②

休
日

の
歩

行
者

数
99

4人
（H

19
）

1,
26

2人
(H

20
)

1,
30

0人
（H

24
）

②
鳥

取
県

鳥
取

市
居

住
人

口
12

,2
68

人
(H

18
)

12
,3

06
人

(H
20

)
12

,8
00

人
（H

24
）

②
歩

行
者

通
行

量
（鳥

取
駅

周
辺

地
区

）
13

,7
32

人
(H

18
)

14
,0

30
人

(H
20

)
14

,4
00

人
（H

24
）

②
歩

行
者

通
行

量
（鳥

取
城

跡
周

辺
地

区
）

1,
71

5人
（H

19
）

1,
29

9人
(H

20
)

1,
80

0人
（H

24
）

②
空

き
店

舗
数

55
店

（H
19

）
65

店
(H

20
)

46
店

（H
24

）
②

文
化

施
設

の
入

込
み

客
数

15
0,

98
4人

(H
18

)
15

1,
16

7人
(H

20
)

16
9,

00
0人

（H
24

）
⑤

20
07

年
12

月
25

日
鹿

児
島

県
鹿

児
島

市
歩

行
者

通
行

量
（2

0地
点

、
土

日
）

12
5,

53
1人

（H
18

）
12

8,
18

4人
（H

20
）

15
0,

00
0人

（H
24

）
②

中
心

市
街

地
の

年
間

入
込

観
光

客
数

6,
80

1千
人

（H
18

）
6,

92
7千

人
（H

19
）

8,
00

0千
人

（H
24

）
⑤

小
売

業
年

間
商

品
販

売
額

20
9,

42
1百

万
円

（H
16

）
－

21
0,

00
0百

万
円

（H
24

）
平

成
21

年
度

20
08

年
3月

12
日

北
海

道
滝

川
市

街
な

か
居

住
人

口
2,

66
0人

（H
18

）
－

2,
80

0人
（H

24
）

平
成

21
年

度
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
施

設
利

用
者

数
64

,7
73

人
（H

18
）

－
11

2,
00

0人
（H

24
）

平
成

21
年

度
歩

行
者

・自
転

車
通

行
量

7,
00

8人
（H

19
）

7,
09

8人
(H

20
)

10
,0

00
人

（H
24

）
②

空
き

店
舗

数
38

店
（H

19
）

－
30

店
（H

24
）

平
成

21
年

度
新

潟
県

新
潟

市
歩

行
者

通
行

量
15

6,
99

8人
(H

18
)

－
17

4,
00

0人
（H

24
）

平
成

21
年

度
居

住
人

口
16

,2
95

人
(H

19
)

16
,6

48
人

(H
20

)
18

,3
00

人
（H

24
）

③
第

３
次

産
業

従
業

者
数

32
,6

91
人

(H
18

)
－

33
,7

00
人

（H
24

）
平

成
25

年
度

福
岡

県
久

留
米

市
休

日
歩

行
者

通
行

量
20

,2
06

人
(H

19
)

19
,3

59
人

(H
20

)
27

,0
00

人
（H

24
）

②
空

き
店

舗
率

21
.3

%（
H

19
）

24
.5

%(
H

20
)

15
.0

%（
H

24
）

②
サ

ー
ビ

ス
・飲

食
業

の
シ

ェ
ア

33
.8

%（
H

19
）

33
.5

%(
H

20
)

40
.0

%（
H

24
）

②
居

住
人

口
12

,7
35

人
（H

19
）

12
,6

39
人

(H
20

)
14

,5
00

人
（H

24
）

③
宮

崎
県

日
向

市
歩

行
者

・自
転

車
通

行
量

1,
70

0人
（H

18
）

1,
60

8人
(H

20
)

2,
25

0人
（H

24
）

②
活

性
化

区
域

内
の

居
住

人
口

1,
27

8人
（H

19
）

1,
29

2人
(H

20
)

1,
36

0人
（H

24
）

②
市

民
の

企
画

に
よ

る
イ

ベ
ン

ト
回

数
40

回
（H

18
）

45
回

(H
20

)
64

回
（H

24
）

②
奈

良
県

奈
良

市
文

化
・観

光
施

設
の

年
間

入
込

客
数

（中
心

市
街

地
主

要
７

施
設

）
24

6,
57

6人
（H

18
）

－
29

1,
72

0人
（H

24
）

平
成

21
年

度
歩

行
者

・自
転

車
通

行
量

(休
日

)
84

,9
93

人
(H

17
)

92
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鶴
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 フォローアップ対象のうち取組が既に開始されている 53 の指標の評価・見通しを見

る限りでは、取組の進ちょく状況が予定どおりか否かにかかわらずいずれも目標達成可

能と見込んでおり、目標達成が困難と見込んでいる指標は１件もない。 

 取組の進ちょく状況及び目標達成の見通しは、あくまで市町村による自己評価であり、

例えば、人口に関する見通しとして「市街地再開発事業が計画期間内に完成が見込まれ、

さらには民間事業者による都市型住宅の整備も行われており、中心市街地の居住人口の

数値目標が達成可能と見込まれる」（評価②：富山市）、通行量に関する見通しとして「現

状の取組のままでは、数値目標の達成は難しい状況と考えられるものの、今後は、市場再

整備事業により歩行者通行量が大幅に増加することが期待されることや、他の商業集積地

区との連絡性向上、中心市街地内の回遊性向上に向けた施策を重点的に実施するとともに、

目標達成に向け、必要な措置を着実に講じることにより、目標達成は可能である」（評価

③：金沢市）といったコメントが各々記されている。 

 ここで、基本計画の実施状況を詳しく見るために、取組が未実施で評価対象外として

いる 26 の指標を含めた 79 の目標指標ごとに基準値と最新値を比較してみると、数値が

改善している指標が 36件あるのに対して、悪化している指標は 43 件と半数以上の指標

が改善していない状況となっている（図表４）。 

事業の取組開始から、まだ日が浅く、目標値が設定されている約５年後まで日数があ

るため、各市町村は、今後、事業が計画どおり実施されれば数値目標は達成できると見

込んではいるものの、数値目標の達成に向けて数値が悪化している指標を今後大幅に改

善させていくことは容易なことではないと思われる。 

 

図表４ 評価別実施状況 

 
評価レベル 指標の評価数 改善 悪化 

① 極めて順調、余裕で達成可能 0 0 0 

② 予定通り、達成可能 44 22 22 

③ 予定通りではないが、達成可能 9 3 6 

④ 目標達成が困難 0 0 0 

⑤ 取組が実施されておらず、評価対象外 26 11 15 

計 79 36 43 

（出所）内閣府中心市街地活性化担当室資料等より作成 

 

 次に、基本計画の実施状況を指標類型別に見ると、居住人口、施設入込客数等に係る

指標は数値が改善しているものが多いものの、歩行者通行量、従業者数、年間小売販売

額、空き店舗数に係る指標は、数値が悪化しているものが多い（図表５）。 

 2006 年 10 月に会計検査院が取りまとめた「2005 年度決算検査報告」（中心市街地活

性化プロジェクトの実施状況に関する会計検査）では、2000年度までに旧法に基づく基本

計画が作成された455地区のプロジェクト実施（1998年度～2004年度）の有効性について、

中心市街地の人口の下げ止まりに一定の寄与があったとする一方で、中心市街地の事業所
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数、商店数及び空き店舗数など商業の状況、歩行者通行量に対し影響があったといえるよ

うな状況には必ずしもなっていなかったと指摘している22。 

つまり、旧法当時と比較しても、居住人口等に係る指標に比べ年間小売販売額、空き店

舗数等の商業関係の指標については、施策の効果が現れにくい傾向に変わりないことが

分かる。 

 

図表５ 指標類型別実施状況 

 
指標類型 指標の評価数 改善 悪化 

居住人口 23 13 10 

歩行者通行量 32 13 19 

事業所数 0 0 0 

従業者数 1 0 1 

年間小売販売額 5 0 5 

空き店舗数 7 2 5 

公共交通機関乗車数 2 1 1 

施設入込客数等 5 5 0 

その他（観光客滞在時間、施設利用率、サービ

ス・飲食業のシェア、イベント回数） 
4 2 2 

計 79 36 43 

（出所）内閣府中心市街地活性化担当室資料等より作成 

 

 次に、フォローアップ対象の 31 件の基本計画別に指標の改善状況を見てみると、指

標のうち３項目改善した計画が１件、２項目改善した計画が 10 件、１項目改善した計

画が 13 件で、改善した指標が１項目もない計画が７件あった（図表６）。 

このうち改善指標が２項目以上ですべての指標が改善した計画は、山口市（通行量、

人口）、宮崎市（通行量、人口）、鹿児島市（通行量、入込客数）、秋田市（通行量、空

き店舗数）の４件であった。これらの市では、計画に基づく事業がおおむね予定どおり

実施されていること等により、歩行者通行量や居住人口の増加などにつながっている。 

 その一方で、改善した指標が１項目もない計画のうち、悪化指標が２項目以上の計画

は、４項目悪化した久留米市（通行量、空き店舗数、人口、サービス業等のシェア）、

３項目悪化した八代市（通行量、人口、小売販売額）、２項目悪化した三沢市（通行量、

人口）、鶴岡市（通行量、空き店舗数）、北九州市小倉地区（通行量、従業者数）、八戸

市（通行量、人口）の計６件であった。これらの市では、計画に基づく事業が未実施の

ものが多いため、効果が現れていない状況にある。 

 各市町村の報告では、今後とも、計画に基づく事業を着実に実施していくとともに、

目標の達成をより確実なものとするために、必要に応じて新たな事業を検討していくと

しているものが多いが、計画の見通しが順調でないものについては、その原因を分析し

                                                                                                                                          
22『2005 年度決算検査報告（2006.10）』（会計検査院）715 頁～717 頁  
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た上で基本計画を軌道修正することが重要である。 

 

図表６ 基本計画別指標項目数 

 

指標項目 
悪化指標

が４項目 

悪化指標

が３項目

悪化指標

が２項目

悪化指標

が１項目

悪化指標

が０項目 
計 

改善指標が３項目 0 0 1 0 0 1 

改善指標が２項目 0 1 3 2 4 10 

改善指標が１項目 0 1 3 5 4 13 

改善指標が０項目 1 1 4 1 0 7 

計 1 3 11 8 8 31 

（出所）内閣府中心市街地活性化担当室資料等より作成 

 

５．中心市街地活性化策に対する評価及び課題 

これまでの基本計画の実施状況を踏まえた上で、中心市街地活性化策に対する現時点で

の評価及び課題としては、以下の４点を指摘することができる。 

第一に基本計画に掲げる目標指標のうち、半数以上の指標が改善していないことであ

る。基本計画の計画期間はおおむね５年間であるため、計画に掲げる目標の達成状況はま

だ十分に評価することはできないが、各市町村の2008年度フォローアップ報告を見る限り

では、全体の半数以上の目標指標が改善しておらず、基本計画に対する取組が必ずしも十

分とはいえない状況にある。また、基本計画に基づく支援策のみでは、中心市街地の活性

化は図られないのではないかと思われる。 

特に、居住人口、施設入込客数等に係る指標に比べて、年間小売販売額、空き店舗数

等の商業関係に係る指標の数値が悪化しているものが多いため、今後これらの指標を改

善させ、商業の活性化へつなげられるかがかぎとなる。 

 そのためには、①住民や消費者のニーズを踏まえ、中心市街地の核となるような適切

な規模の住宅・商業施設を整備することにより、人口の定住化を図るとともに商業の活

性化を図ること、②商業の活性化に率先して取り組む地元の商業者の活動を支援する形

で商業等活性化事業等を実施すること、③市街地整備改善事業と商業等活性化事業が複

合して効果を生じるよう適切な計画の下に集中的に事業を実施することが重要である23。 

 第二に事業予算の効果的な実施が求められていることである。2009 年９月に内閣府

に設置された行政刷新会議のワーキンググループは、同年 11 月に事業仕分け24を行った。

中心市街地活性化法に関連する事業としては、戦略的中心市街地商業等活性化支援事業

（2010 年度概算要求額 41 億円、2009 年度当初予算額 58 億円）が事業仕分けの対象と

なり、予算要求の２割削減との評価結果をまとめた25。この際に、事業仕分けの評価者

                                                                                                                                          
23 前掲『2005 年度決算検査報告』723 頁  
24 事業仕分けとは、公開の場において、外部の視点も入れながら、それぞれの事業ごとに要否等を議論し判定

するものである。 
25 2009年12月に決定した2010年度政府予算案では、結局、事業仕分け結果を反映して戦略的中心市街地商
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からは、「実質的政策効果はほとんど上がっておらず、有効な予算執行が必要である」

といった厳しい意見が相次いだ。また、国土交通省のまちづくり交付金など本事業と重

複する事業が存在していることや本事業は継続的に補正減額や不用が発生しているこ

とが指摘されている26。このため、今後、事業予算を一層効果的に実施していくことが

重要である。 

旧法に基づいて1998年度から2004年度までの間に実施された中心市街地活性化プロジ

ェクトに対する国費負担額は約２兆円にも及んだにもかかわらず、プロジェクトの効果が

上がっているといえるような状況には必ずしもなっていなかった27。2006 年に中心市街地

活性化法が改正されて、同法に基づく支援策が実施されているが、その多くは旧法の基本

計画認定を受けた市町村である。このため旧法の二の舞にならないような的確な事業実施

が行われなければならないのは当然のことであり、今後も基本計画の実施状況のフォロー

アップを注意深く吟味していくことが欠かせない。 

第三に市町村の役割である。2006 年のまちづくり３法の見直しにより、認定基本計

画に対する支援策が講じられるとともに大規模集客施設の郊外立地規制が定められた

が、それだけで飛躍的に中心市街地が活性化するとは限らず、市町村、商業関係者等が

自助努力を地道に継続することが求められることは言うまでもない。その上で、今般３

法間の連動性が高められたことにより、規制面では都市計画法改正に基づき、床面積１

万㎡超の大規模集客施設が立地可能な用途地域を商業地域、近隣商業地域、準工業地域

の３地域に限定するが、準工業地域については、３大都市圏と政令指定都市以外の地方

都市では、特別用途地区を活用して大規模集客施設の立地を抑制することとされた。こ

れを担保するために、地方都市において、中心市街地活性化法に基づく基本計画の認定

に際し、特別用途地区制度により立地規制を行うことが条件とされた（基本方針に明記）。 

また、振興面では、中心市街地活性化法に大店立地法の特例措置が組み込まれ、認定

基本計画に定められる中心市街地の区域においては、大規模小売店舗の迅速な立地を促

進することにより中心市街地の活性化を図ることが必要な区域（第１種大規模小売店舗

立地特例区域）を定めることが可能となり、大型店の新設の届出等を不要とするなど規

制緩和が行われた。 

これらの措置を既に実施している市町村も見受けられるが、未実施の市町村が今後同

措置をどのように活用するかは不明であり、いずれに関しても市町村が明確なビジョン

とイニシアティブを持って中心市街地活性化に取り組むことが政策効果を上げる前提

とされる28。 

第四に人材の育成である。2009 年９月の「商工会議所におけるまちづくりへの取組

                                                                                                                                          
業等活性化支援事業に33億円が計上された。 
26 まちづくりに関する総合的な支援制度として、他に国土交通省のまちづくり交付金（2010年度概算要求額

1,300億円、2009年度当初予算額2,332億円）が存在する。また、商店街・中心市街地活性化事業は、2008年

度予算額約91億円に対して執行額は約65億円となっている。（行政刷新会議ワーキンググループ「事業仕分け」

配布資料） 
27 前掲『2005 年度決算検査報告』721 頁～722 頁  
28 渡辺達朗『流通政策入門 第２版』（中央経済社 2007.11）251～252 頁 
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状況等に関する実態調査29」結果によれば、「中心市街地活性化法のスキームを活用した

まちづくりを目指している」と回答した 132 会議所のうち、中心市街地活性化協議会の

運営面での課題として「事務局人員の確保」を挙げた会議所が 50.8％と最も多くなっ

ている。また、調整力・指導力を有するタウンマネージャーの不足といった問題は、旧

法当時から指摘されているが、改正中心市街地活性化法施行後においても十分な対応が

とられていないとされる30。 

独立行政法人中小企業基盤整備機構は、中心市街地活性化アドバイザー派遣事業や人

材育成事業等を実施しているが、こうした施策を一層活用してまちづくりの専門家の育

成に重点的に取り組むことが重要である。 

 

６．中心市街地活性化と商店街活性化 

これまでに中心市街地活性化法に基づき 90 市町 92 件の基本計画が認定されてきたが、

その一方で小規模な市町村にとって基本計画の作成は困難であり、認定計画の対象となっ

ていない多くの全国各地の中小規模の商店街においても、大型商業施設や公共施設の郊外

立地、高齢化の進展などに伴って活力を失っている所が数多く見られる。このような状況

を背景として、2009年に商店街振興組合等が行う地域住民の需要に応じた事業活動を促進

する措置を講じること等を内容とする「商店街の活性化のための地域住民の需要に応じた

事業活動の促進に関する法律」（以下「商店街活性化法」という。）が新たに制定された。 

同法は 2009 年８月に施行された後、10月には 19 件の商店街活性化事業計画について

認定が行われた（図表７）。 

 

図表７ 商店街活性化事業計画認定一覧 

 
市町村 商店街 市町村 商店街 

岩手県宮古市 宮古市末広町商店街振興組合 三重県四日市市 四日市諏訪商店街振興組合 

秋田県大館市 大館市大町商店街振興組合 大阪府大阪市 千日前道具屋筋商店街振興組合 

福島県会津若松市 神明通り商店街振興組合、 大阪府池田市 池田栄町商店街振興組合 

  大町四ッ角中央商店街振興組合 広島県呉市 呉中通商店街振興組合 

東京都品川区 武蔵小山商店街振興組合 高知県高知市 中心街事業協同組合 

  中延商店街振興組合 福岡県飯塚市 飯塚市本町商店街振興組合 

東京都渋谷区 商店街振興組合原宿表参道欅会 熊本県熊本市 健軍商店街振興組合 

新潟県三条市 三条中央商店街振興組合 熊本県人吉市 協同組合人吉商連、 

新潟県長岡市 長岡市大手通商店街振興組合   人吉東九日町商店街振興組合、 

長野県佐久市 岩村田本町商店街振興組合   人吉市西九日町商店街振興組合 

愛知県名古屋市 栄町商店街振興組合 大分県宇佐市 四日市商店街振興組合 

（出所）中小企業庁資料 

                                                                                                                                          
29 本調査は、2009 年３月 26 日～６月 18 日の間、全国 515 商工会議所に対して聴取したものである（有効

回収率 60.0％）。 
30 横森豊雄「まちづくり三法改正と中心市街地再生の課題」『新都市』(財団法人都市計画協会 2009.２) 36

頁  

 

立法と調査 2010.3 No.302 
92 



 

 

この中には、既に中心市街地活性化法に基づく基本計画の認定を受けている市町村の

区域内において、同事業計画の認定を受けた商店街が２件（長岡市、名古屋市）ある。

このため、各法に基づく関連施策の調整を十分に行った上で支援策を実施していくとと

もに両法の関係を整理することが必要である。また、中心市街地活性化法とともに、商

店街活性化法の実施状況をフォローアップしていかなければならない。 

 

７．高齢者に配慮したまちづくり 

中心市街地活性化法に基づく基本方針では、中心市街地の活性化の目標として、「人口

減少・少子高齢社会の到来に対応した、高齢者も含めた多くの人にとって暮らしやすい、

多様な都市機能がコンパクトに集積した、歩いて暮らせる生活空間を実現すること。」が

掲げられている。また、基本計画では中心市街地活性化に関する目標が市町村ごとに設定

され、各種施策が講じられているものの、実際に高齢者にとって暮らしやすい中心市街地

の実現に向けた取組が十分になされているのか疑問が残る。 

大分県豊後高田市の基本計画で「高齢者交流施設の入り込み客数」が目標の一つに掲げ

られている事例はあるが、このように積極的に高齢者対応に即した目標を明確に打ち出す

取組は少なく、商店街活性化事業計画においても、空き店舗を活用した高齢者ニーズに合

致したアンテナショップや休憩所を設置し、高齢者が利用しやすい商店街を目指している

四日市商店街振興組合（大分県宇佐市）のような取組は余り見受けられない。 

また、高齢者の問題は中心市街地活性化法の対象となる比較的大規模な商店街等だけの

問題ではなく、商店街活性化法の対象となる比較的小規模な商店街の問題でもある。近年、

中心市街地内外の商店街の衰退を通じて周辺に暮らす高齢者の生活に大きな困難をもたら

しているいわゆる買物難民問題31、又はフードデザート（食の砂漠）問題32が指摘されてい

る33。このため経済産業省は、2009年 11月に「地域生活インフラを支える流通のあり方研

究会」を発足させ、流通事業者による買物環境の改善のための方策について検討を始めて

いる34。例えば、宅配サービス、移動販売車、店舗への買物バス等の運営に対する支援事

業の在り方を模索しているところであり、高齢化社会が急速に進展する中にあって、今後、

これらの問題への対応策が急がれるとともに高齢者に配慮したまちづくりが求められる。 

 

 

                                                                                                                                          
31 杉田聡『買物難民』（大月書店 2008.９）24 頁 
32 安価で良質な生鮮食料品を購入することが困難なinner-cityの一部エリアを意味するフードデザート（food 

deserts）が、近年欧米諸国で問題視されている。スーパーストアの郊外進出が顕在化した英国では、1970-90

年代半ばに、inner-city / suburban estateに立地する中小食料品店やショッピングセンターの倒産が相次い

だ結果、郊外のスーパーストアに通えないダウンタウンの貧困層は、都心の値段が高く、かつ生鮮品の品揃え

が極端に悪い雑貨店での買物を強いられている（フードデザート問題研究グループホームページ）。我が国では、

車を運転しない高齢者などにフードデザート問題が広がっているとされる。 
33 第 171回国会参議院経済産業委員会会議録第23号 13～14頁（2009.7.7）、第169回国会参議院内閣委員会会

議録第12号 4～5頁（2008.5.13） 
34 同研究会は、2010 年３月に報告書の取りまとめを予定している。 
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◇  ◇  ◇  ◇  ◇ 

 

2008 年秋以降の景気低迷の影響で小売業を取り巻く経営環境は厳しさを増している

中で、今後、民主党を中心とする連立内閣は、中心市街地の衰退傾向に歯止めを掛ける

ために、中心市街地の活性化という難題にどのように対処し、中心市街地・商店街の活性

化のための施策を具体化していくのか、注視していく必要がある。 
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